
宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱

（趣旨）
第１条 この要綱は、強風による脱落、飛散の危険性のある瓦屋根の改修を促進
し、安全で安心な災害に強いまちづくりを推進するために、瓦屋根の耐風対策
に要する費用の一部を補助する瓦屋根耐風対策事業補助金（以下「補助金」と
いう。）の交付に関し、宮崎市補助金等交付規則（昭和 50 年規則第 19 号）に
定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。
（１）瓦屋根 粘土瓦またはプレスセメント瓦で施工された屋根をいう。
（２）有資格者等 かわらぶき技能士、瓦屋根工事技士、瓦屋根診断技士、又

は建築士、その他同等以上の知識及び経験を有するものをいう。
（３）告示基準 令和２年国土交通省告示第 1435 号により改正された昭和 46

年建設省告示第 109 号をいう。
（４）耐風診断 有資格者等が、告示基準の規定への適合を確認するために行

う瓦屋根の診断をいう。
（５）耐風改修 耐風診断の結果が、告示基準に適合していない瓦屋根を、次

に掲げるいずれかの要件に適合するように行う工事をいう。
ア 告示基準に適合する瓦屋根への全面改修
イ 告示基準に適合するスレート・金属屋根等への全面改修

（補助対象事業）
第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次のとおりとする。
（１）有資格者等が行う耐風診断
（２）告示基準に適合するように行う耐風改修

（補助対象建築物）
第４条 補助金の交付の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、
次の表のとおりとする。

事業区分 補助対象建築物

耐風診断

次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）宮崎市内に在するもの。
（２）令和３年 12 月 31 日以前に着工された建築物で、瓦屋根の

もの。
（３）原則として、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条

第１項に定める建築基準関係規定に適合しているもの。

耐風改修

次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）耐風診断の対象となるもの。
（２）耐風診断の結果、告示基準に適合していないと診断された

もの。ただし、屋根が明らかに告示基準を満たしていないと
判断できる場合は、耐風診断を要さないものとする。



（補助対象者）
第５条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）
は、次に掲げる要件を満たす者とする。
（１）第４条に規定する補助対象建築物の所有者、管理者又は占有者
（２）市税を滞納していないこと。ただし、市税を滞納している者が市税の完

納その他市長が認める措置を行ったときは、補助対象者とすることができ
る。

（３）宮崎市暴力団排除条例（平成 23 年条例第 47 号）第２条第１号に規定す
る暴力団、若しくは同条第２号に規定する暴力団員、又は同条第３号に規
定する暴力団関係者でないこと。

（適用除外）
第６条 次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱の規定は適用しない。
（１）既に事業に着手、又は完了している建築物。
（２）当該建築物において、過去にこの要綱と同様の趣旨による補助金の交付を

受けたことがあるもの。
（３）所有者から補助対象事業について同意が得られないとき。
（４）国、地方公共団体その他の公の機関が所有する建築物。

（補助金の額）
第７条 補助金の額は、次の表に定めるとおりとする。この場合において、消費
税等相当額は除き、算出された補助金額の千円未満の端数は切り捨てるものと
する。

（交付の申請）
第８条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、補助金
交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならな
い。

（交付の決定）
第９条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、適当
と認めるときは補助金の交付を決定し、その旨を補助金交付決定通知書（様式
第２号）により申請者に通知するものとする。

（交付の条件）
第 10 条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定をするときは、次の条
件を付することができる。
（１）補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保にしてはなら

ないこと。
（２）補助対象事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに事業遅

滞報告書(様式第３号)を市長に提出し、その指示を受けなければならな
いこと。

事業区分 補助金の額

耐風診断
次に掲げる額のうち、いずれか小さい額とする。
（１）耐風診断に要する費用×2/3
（２）21,000 円

耐風改修

次に掲げる額のうち、いずれか小さい額とする。
（１）耐風改修に要する費用×23％
（２）屋根面積（㎡）に 24,000 円を乗じて得た額×23％
（３）552,000 円



（３）前２号に規定するもののほか、市長が必要と認める事項。

（交付申請内容の変更）
第 11 条 申請者は、補助金の交付申請の内容を変更しようとするとき（軽微な
変更であって交付決定額に変更を生じないものを除く。）は、補助金交付変更
承認申請書（様式第４号）に変更の内容がわかる書類を添えて市長に提出しな
ければならない。
２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と
認めたときは補助金交付変更承認通知書（様式第５号）により申請者に通知す
るものとする。

（遅滞等報告の指示）
第 12 条 市長は、第 10 条第２号の規定による報告を受理したときは、その内容
を確認し、指示書（様式第６号）により申請者に指示するものとする。

（事業の取りやめ）
第 13 条 申請者は、補助金の交付決定後に補助事業を取りやめる場合は、取り
やめ届（様式第７号）に補助金交付決定通知書を添えて市長に提出しなければ
ならない。
２ 前項の規定による取りやめ届の届出があったときは、当該補助金の交付決定
はなかったものとみなす。

（実績報告）
第 14 条 申請者は、事業が完了したときは、完了実績報告書（様式第８号）に
関係書類を添えて、事業完了の日から起算して 30 日を経過した日又は補助金
の交付決定のあった年度の 11 月末日のいずれか早い日までに、市長に提出し
なければならない。ただし、市長が当該期限を変更又は延長する必要があると
認めるときは、この限りでない。

（補助金の確定）
第 15 条 市長は、前条の報告書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、必
要に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金交付確定通知書(様式
第９号)により申請者に通知するものとする。

（代理受領）
第 16 条 申請者は、補助金の交付の請求及び当該補助金の受領を、耐風診断を
行った者又は、耐風改修を行った者に委任する方法（以下「代理受領」という。）
により行うことができる。ただし、申請者が、当該事業に係る補助事業の総事
業費のうち自己の負担に係る金額を超える額を、耐風診断を行った者又は、耐
風改修を行った者に対して支払っている場合は、当該事業に係る補助金につい
て代理受領できないものとする。
２ 代理受領により補助金の交付を受けようとする者は、請求及び受領に関する
委任状を添えて市長に補助金の交付を請求するものとする。
３ 市長は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認
めたときは、当該請求を行った者に補助金を交付するものとする。
４ 前項の規定による交付があったときは、申請者に対し補助金の交付があった
ものとみなす。

（補助金交付決定の取り消し）
第 17 条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助
金の全部又は一部を取り消すことができる。
（１）虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。



（２）補助金を他の用途に使用したとき。
（３）補助金交付の条件に違反したとき。
（４）その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。

（補助金の返還）
第 18 条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消部分
に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて補助金の返還を命
じることができる。

（雑則）
第 19 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則
（施行期日）
この要綱は、令和 ５年 ４月 １日から施行する。

別記

様式第 1 号（第 8 条関係）補助金交付申請書
様式第 2 号（第 9 条関係）補助金交付決定通知書
様式第 3 号（第 10条関係）事業遅滞等報告書
様式第 4 号（第 11条関係）補助金交付変更承認申請書
様式第 5 号（第 11条関係）補助金交付変更承認通知書
様式第 6 号（第 12条関係）指示書
様式第 7 号（第 13条関係）取りやめ届
様式第 8 号（第 14条関係）完了実績報告書
様式第 9 号（第 15条関係）補助金交付決定確定通知書



様式第１号（第８条関係）

－ －

円

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

補助金交付申請書

　年　　月　　日

宮 崎 市 長 殿

申請者 住 所

氏 名

電 話

　宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて申

請します。

交 付 申 請 額 0 

建 築 物 の 所 在 地

事 業 計 画 別紙のとおり

関係書類【共通】
□　事業計画書(事業概要、収支予算、市補助金の計算)
□　附近見取図
□　現況写真(瓦屋根の全景が写っていること)
□　宮崎市税の滞納無証明書(申請書提出３ヶ月以内のもの)
□　建築物の所有者等が確認できる書類(登記簿等)
□　建築物の建築時期が確認できる書類(建築確認通知書、登記簿、課税通知書等)
□　誓約書兼同意書
□　相手方登録申出書(金融機関確認印又は通帳の写しを添付)
□　その他市長が必要と認めた書類

耐風診断
□　診断者の資格を証する書類
□　耐風診断に係る見積書の写し

耐風改修
□　耐風診断結果報告書(診断結果のわかる写真を含む)
□　工事概要が確認できる図面(屋根面積、改修内容、メーカーの仕様等)　　　
□　耐風改修に係る見積書の写し　　

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修



様式第２号（第９条関係）

円

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

補助金交付決定通知書

宮 建 第 号

0

0 様

宮崎市長　清山　知憲

　　年　　月　　日付けで申請のあった宮崎市瓦屋根耐風対策事業の補助金について

は、次のとおり決定したので、宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱第９条の規定

により通知します。

補 助 金 の 額 ０

建 築 物 の 所 在 地 0

（１）　　年　　月　　日付け申請書記載のとおり

（２）宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱第10条による

備　考

（１）宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を遵守すること。

（２）この補助金は、補助対象事業費に使用し、他の費用に流用しないこと。

（３）要綱の規定に違反した場合、また補助金の使途が適正でない場合は、この決定が取消しになる場合が

　　　ある。その際は市長の求めに応じ、交付した補助金の全部又は一部を返還すること。

（４）この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修

交 付 の 条 件



様式第３号（第10条関係）

－ －

円

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

事業遅滞等報告書

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

申請者 住所

氏名

電話

　　　　年　　月　　日付け宮建第　　　号　　で交付決定（変更承認）のあった宮崎

市瓦屋根耐風対策事業について当該事業の遅滞等が生じたので、宮崎市瓦屋根耐風対策

事業補助金交付要綱第10条第２号の規定により報告します。

補助金交付決定額
又 は 変 更 承 認 額

0 

遅 滞 等 の 内 容

遅 滞 等 の 理 由

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修



様式第４号（第１１条関係）

－ －

円 （変更後）

円 ）

円 （変更前）

□

□

□

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

補助金交付変更承認申請書

　年　　月　　日

宮 崎 市 長 殿

申請者 住所

氏名

電話

　　　　年　　月　　日付け宮建第　　　号　　で交付決定（変更承認）のあった宮崎

市瓦屋根耐風対策事業について当該事業計画の変更の承認を受けたいので、宮崎市瓦屋

根耐風対策事業補助金交付要綱第11条第１項の規定により、関係書類を添えて申請しま

す。

（　差引き増減額

補助金交付決定額
又 は 変 更 承 認 額

変 更 の 理 由

交付決定額の変更

事業内容の変更

その他（　　　　　　　　　　　　　）

関係書類
□　事業計画書(事業概要、収支予算、市補助金の計算)
□　変更内容が確認できる書類
□　変更後の見積書の写し
□　その他市長が必要と認めた書類

補 助 金 変 更
承 認 申 請 額

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修

変 更 の 内 容

添 付 書 類 別紙のとおり



様式第５号（第１１条関係）

円 （変更後）

（　増減額 円 ）

円 （変更前）

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

補助金交付変更承認通知書

宮 建 第 号

0

0 様

宮崎市長　清山　知憲

　　　年　　月　　日付けで申請のあった宮崎市瓦屋根耐風対策事業の変更について

は、次のとおり承認したので宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱第１１条第２項

の規定により通知します。

０

０

補助金交付決定額
又 は 変 更 承 認 額

０

建 築 物 の 所 在 地 0

変 更 の 内 容 0

交 付 の 条 件 （１）　　年　　月　　日付け申請書記載のとおり

備　考

（１）宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を遵守すること。

（２）この補助金は、補助対象事業費に使用し、他の費用に流用しないこと。

（３）要綱の規定に違反した場合、また補助金の使途が適正でない場合は、この決定が取消しになる場合が

　　　ある。その際は市長の求めに応じ、交付した補助金の全部又は一部を返還すること。

（４）この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。

補助金変更承認額

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修



様式第６号（第１２条関係）

様

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

指　示　書

宮 建 第 号

年 月 日

宮崎市長　清山　知憲

　　年　　月　　日付けで報告のあった宮崎市瓦屋根耐風対策事業の遅滞等について、

宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱第１２条の規定により次のとおり指示しま

す。

指 示 の 内 容 0

そ の 他 0

備　考

（１）宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を遵守すること。

（２）この補助金は、補助対象事業費に使用し、他の費用に流用しないこと。

（３）要綱の規定に違反した場合、また補助金の使途が適正でない場合は、この決定が取消しになる場合が

　　　ある。その際は市長の求めに応じ、交付した補助金の全部又は一部を返還すること。

（４）この事業について、市長が必要な調査を行うときは、調査に協力すること。



様式第７号（第１３条関係）

－ －

円

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

取りやめ届

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

申請者 住所

氏名

電話

　　　　年　　月　　日付け宮建第　　　号　　で交付決定（変更承認）のあった宮崎

市瓦屋根耐風対策事業を取りやめたので、宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要綱第

１３条の規定により、届け出ます。

補助金交付決定額
又 は 変 更 承 認 額

取 り や め の 理 由

添 付 書 類 補助金交付決定（変更承認）通知書（原本）

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修



様式第８号（第１４条関係）

　

－ －

年 月 日 号

円

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

完了実績報告書

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

申請者 住所

氏名

電話

　宮崎市瓦屋根耐風対策事業が完了したので、宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金交付要

綱第１４条の規定により、関係書類を添えて実績報告書を提出します。

補助金交付決定日
又 は 変 更 承 認 日

宮建第

補助金交付決定額
又 は 変 更 承 認 額

建 築 物 の 所 在 地

事 業 報 告 別紙のとおり

関係書類【共通】
□　事業実施報告書(事業概要、収支決算、市補助金の計算)
□　宮崎市への請求書
□　その他市長が必要と認めた書類

耐風診断
□　診断結果報告書(告示基準への適合状況がわかる書類)
□　現地調査写真(診断結果のわかる写真)
□　耐風診断に係る契約書の写し（契約日は、補助金交付決定通知日以降）
□　耐風診断に係る領収書の写し

耐風改修
□　工事写真(改修前後の写真、改修内容のわかる写真)
□　耐風改修に係る契約書の写し（契約日は、補助金交付決定通知日以降）　
□　耐風改修に係る領収書の写し

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐風診断 □ 耐風改修



様式第９号（第１５条関係）

円

円

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

補助金交付確定通知書

宮 建 第 号

0

0 様

宮崎市長　清山　知憲

　　　年　　月　　日付けで交付決定（変更承認）のあった宮崎市瓦屋根耐風対策事業

の補助金については、交付額を次のとおり確定したので宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助

金交付要綱第１５条の規定により通知します。

　　年　　月　　日 宮建第　　　号

０

０

建 築 物 の 所 在 地 0

補助金交付決定日
又 は 変 更 承 認 日

補助金交付決定額
又 は 変 更 承 認 額

補助金交付確定額

補 助 事 業 の 区 分 □ 耐震診断 □ 耐震改修



以降、参考任意様式

任意様式 １ 事業計画書、事業実施報告書

任意様式 ２ 委任状

任意様式 ３ 誓約書兼同意書

任意様式 ４ 同意書

任意様式 ５ 誓約書(違反是正)

任意様式 ６ 耐風診断結果報告書

任意様式 ７ 請求及び受領に関する委任状

任意様式 ８ 請求書

任意様式 ９ 交付申請 チェックリスト

任意様式１０ 変更承認申請 チェックリスト

任意様式１１ 完了実績報告 チェックリスト



宮崎市瓦屋根耐風対策促進事業 任意様式１

□事業計画書　　□事業実施報告書 別紙

事業の区分 耐風診断 耐風改修

年 月頃新築

構　　　　　造

建　築　面　積

契約(予定)日 完了(予定)日

税抜 ①

税込

交付決定日

かわらぶき技能士 瓦屋根工事技士 瓦屋根診断技士

建築士 その他

①×２／３（千円未満切捨） ＝ ② 円

(交付申請額)

②と２１,０００円のいずれか小さい額 ＝ A 円

告示基準に適合する瓦屋根への全面改修

告示基準に適合するスレート・金属屋根等への全面改修

㎡ 交付決定日

改修(予定)業者

屋根面積 ㎡　×　２４,０００円/㎡ ＝ ② 円

①、②いずれか低い額×２３％（千円未満切捨） ＝ ③ 円

(交付申請額)

③と５５２,０００円のいずれか小さい額 ＝ A 円

概 要

□ □

所 有 者

所 在 地

建 築 時 期 □ 明治 □ 大正 □ 昭和 □ 平成 □ 令和

主 要 用 途

階 数

□ 収 支 予 算 □ 収 支 決 算

収入の部 支出の部

市補助金 A 円

自己資金(税抜) 円

計 円

円

耐 風 診 断

診断(予定)者

□ □ □

□ □

耐 風 改 修

□

□

屋根面積

診断費
又は

改修費
(見積額)

円

資格区分

改修区分



任意様式２

□

□

□

年 月 日

㊞

住所

会社名

氏名

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

委　任　状

　私は、　　　　　を代理人と定め、宮崎市瓦屋根耐風対策事業に関する下記の手続き

を委任します。

記

補助申請（変更申請）に伴う手続き・必要書類の作成・提出

完了実績報告に伴う手続き・必要書類の作成・提出

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

委任者 住 所

(申請者) 氏 名

受任者

(代理人)



誓 約 書 兼 同 意 書 任意様式３

年 月 日

（申請者）

年 月

【役員名簿】

宮 崎 市 長 殿

法 人 等 名

住 所 又 は
所 在 地

ふ り が な

氏 名 又 は
代表 者職 氏 名

生 年 月 日 日 性 別

　私は、宮崎市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団関係者（暴力団員又は暴力団
若しくは暴力団員と密接な関係を有する者）に該当しないことを誓約します。
　また、宮崎市暴力団排除条例に基づき、宮崎市が暴力団を利することのないことを確認す
るため、本書に記載した私の個人情報を警察機関へ提供されることに同意いたします。

役　職　名
ふりがな
氏　　名

性別 生　年　月　日 同意年月日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

男

・

女

 明治・大正

 昭和・平成
年　　月　　日 年　月　日

注　この書面に記載された個人情報は、宮崎市個人情報保護条例（平成１４年条例第２号）に
基づき取り扱うものとし、宮崎市が講じる暴力団排除措置以外の目的には使用しません。



任意様式４

□

□

年 月 日

㊞

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

同　意　書

宮 崎 市 長 殿

　私は、　　　　　　　　　　が「宮崎市瓦屋根耐風対策事業」の補助を受けることに

同意いたします。

【補助事業の区分】

耐風診断

耐風改修

共有持分者 住 所

氏 名



任意様式５

年 月 日

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

誓　約　書（違反是正）

宮 崎 市 長 殿

　「宮崎市瓦屋根耐風対策事業」の補助申請にあたり、下記のとおり申請敷地内にある

建築基準関係規定に適合してない建築物の部分があることを承知しております。当該箇

所については、将来的に是正を行うことを誓約します。

記

【是正事項】

法不適合条文 部　位 現　況 是正方法

以　上

申請者 住 所

氏 名 ㊞



任意様式６





任意様式７

－ －

１ 受任者（診断又は、改修を行った者）

所在地

会社名

代表者

（添付書類）

□ 相手方登録申出書（診断又は改修を行った者）

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

請求及び受領に関する委任状

年 月 日

宮 崎 市 長 殿

委任者 住所

（申請者） 氏名 ㊞

電話

　宮崎市瓦屋根耐風対策事業補助金の交付の請求及び受領について、下記のとおり委任

します。

記

※市記入欄

交付確定通知

日付 　　　年　　月　　日

番号 　宮建第　　　　号　　



任意様式８

年 月 日

請求者

事業区分 □ 耐風診断 耐風改修

請　求　書

宮 崎 市 長 殿

住 所

氏 名

下記のとおり請求いたします。

金　額

※宮崎市瓦屋根耐風対策事業に対する補助金として

□



任意様式９

事業区分　□耐風診断　□耐風改修

- -

事業計画書 事業概要、収支予算、市補助金の計算

耐風診断

診断者の資格を証する書類

耐風診断に係る見積書の写し

耐風改修

耐風診断結果報告書

工事概要が確認できる図面

耐風改修に係る見積書の写し

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

【交付申請　チェックリスト】

申請者（代理者）記入欄

申 請 者 名 ＴＥＬ

必要書類一覧【共通】 備 考

□ 交付申請書（様式第1号） 滞納無証明書と同一の住所

□

□ 附近見取図

□ 現況写真 瓦屋根の全景が写っていること

□ 宮崎市税の滞納無証明書 申請書提出３ヶ月以内のもの

□ 建築物の所有者等が確認できる書類 (登記簿等)申請書提出３ヶ月以内のもの

□ 建築物の建築時期が確認できる書類 建築確認通知書・登記簿・課税通知等

□ 誓約書兼同意書

□ 相手方登録申出書 金融機関確認印又は通帳の写し添付

□ その他市長が必要と認めた書類

□

□

□ 診断結果のわかる写真を含む

□ 改修内容、屋根面積、メーカーの仕様等

□

その他確認事項 ※選択肢が右の場合、別途書類が必要

　建築基準関係規定の違反はありますか。 ない ある 「違反是正」誓約書の提出

　建物の所有者ですか。 はい いいえ 「所有者」の同意書の提出

　建物の所有者が複数名いますか。 いない いる 「共有者」の同意書の提出

■宮崎市職員審査欄　※申請者は記入不要

一次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿ 二次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿

申請者要件　　　　          □適　 □不適

市補助金の計算　　　        □適　 □不適

□用途地域（　　　　　　　）□調整区域※

□都市計画図添付　　　          □概要書添付　

暴力団照会　 □予定　□ 済（□適　□結果添付）

※市街化調整区域の場合、開発審査課との協議が必要です。

代 理 者 ＴＥＬ - -

会 社 名 mail



任意様式１０

事業区分　□耐風診断　□耐風改修

- -

事業計画書 事業概要、収支予算、市補助金の計算

□ 無 □ 有 ） ⇒ ）

□ □

□

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

【変更承認申請　チェックリスト】

申請者（代理者）記入欄(変更を伴う場合のみ)

申 請 者 名 ＴＥＬ

必要書類一覧【共通】 備 考

□ 補助金交付変更承認申請書（様式第4号）

□

□ 変更内容が確認できる書類 変更箇所をマーキングし明示すること

□ 変更後の見積書の写し

□ その他市長が必要と認めた書類

変　　更　　概　　要

交付決定額の変更 金額 (当初 (変更

交付決定額の変更 事業内容の変更

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■宮崎市職員審査欄（変更を伴う場合のみ）　※申請者は記入不要　

一次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿ 二次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿

変更内容　　　　   □適　 □不適

見積書（算出根拠） □適　 □不適

補助対象外工事　　 □無　 □有（□適　□不適）

代 理 者 ＴＥＬ - -

会 社 名 mail

主な変更内容

変更理由



任意様式１１

事業区分　□耐風診断　□耐風改修

- -

事業実施報告書 事業概要、収支決算、市補助金の計算

請求及び受領に関する委任状 代理受領の場合

相手方登録申出書 代理受領の場合

耐風診断

診断結果報告書

現地調査写真

耐風改修

工事写真

耐風改修に係る契約書の写し

耐風改修に係る領収書の写し

宮崎市瓦屋根耐風対策事業

【完了実績報告　チェックリスト】

申請者（代理者）記入欄

申 請 者 名 ＴＥＬ

必要書類一覧【共通】 備 考

□ 完了実績報告書（様式第1号） 滞納無証明書と同一の住所

□

□

□

□ 宮崎市への請求書

□ その他市長が必要と認めた書類

□

□ 診断結果のわかる写真

□ 耐風診断に係る契約書の写し 契約日は、補助金交付決定通知日以降

□ 耐風診断に係る領収書の写し

□ 改修前後の写真、改修内容のわかる写真

□ 契約日は、補助金交付決定通知日以降

□

■宮崎市職員審査欄　※申請者は記入不要

一次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿ 二次審査　審査日　　／　　　担当＿＿＿＿

市補助金の計算　　　        □適　 □不適

代 理 者 ＴＥＬ - -

会 社 名 mail


